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１．第６期介護保険事業計画について 

（１）第１号被保険者数（６５歳以上）及び要介護認定者数の見込み 

①第１号被保険者数 

本市の６５歳以上の高齢者（第１号被保険者）は今後も引き続き増加し、平成２９年度

には約２８万４千人になる見込みです。 

（単位：人／月） 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H37 

第１号被保険者数 253,794 261,978 268,799 275,951 280,856 283,779 279,207 

65歳～74歳 125,680 131,137 136,491 141,074 141,470 141,039 114,605 

（割 合） 49.5% 50.1% 50.8% 51.1% 50.4% 49.7% 41.0% 

75歳以上 128,114 130,841 132,308 134,877 139,386 142,740 164,602 

（割 合） 50.5% 49.9% 49.2% 48.9% 49.6% 50.3% 59.0% 

※平成24・25年度は平均値、平成26年度は7月値。平成27年度以降は推計値。 

本市における第６期介護保険料について 
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②要介護認定者数 

高齢者の増加に伴い、要介護認定者（要支援含む）は今後も増加することが予想され、

平成２９年度には約６万４千人になる見込みです。 

※平成24・25年度は平均値、平成26年度は7月値。平成27年度以降は推計値。

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H37 

要介護認定者数 55,814 57,853 59,542 60,727 62,441 64,159 71,880 

要支援１ 7,855 8,298 8,209 8,663 8,854 9,059 9,846 

要支援２ 7,404 7,694 7,898 8,025 8,202 8,395 9,105 

要介護１ 13,194 13,934 14,506 14,611 15,030 15,464 17,334 

要介護２ 9,718 9,988 10,401 10,490 10,804 11,109 12,537 

要介護３ 6,707 6,939 7,312 7,294 7,528 7,756 8,856 

要介護４ 5,975 6,139 6,365 6,506 6,720 6,918 7,949 

要介護５ 4,961 4,861 4,851 5,138 5,303 5,458 6,253 

割 合 

（対被保険者数） 
22.0％ 22.1％ 22.2％ 22.0％ 22.2％ 22.6％  25.7％ 

（単位：人／月） 
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（２）介護サービス利用者数の見込み 

介護保険のサービス利用者は、要介護認定者の増加や施設の計画的な整備により、今後

も増加が見込まれます。平成２９年度には約４万５千人になる見込みです。 

 ※ 平成２７年度から平成２９年度にかけてサービス利用者が減少しているのは、予防給

付のうち訪問介護と通所介護について、「新しい総合事業」への移行分を見込んでいる

ためです。 

  （単位：人／月） 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H37 

サービス利用者（実人数） 41,967 43,786 45,405 46,799 45,882 44,938 48,140 

在宅サービス 30,488 31,732 33,175 33,629 32,312 30,799 32,459 

施設・居住系サービス 11,479 12,054 12,230 13,170 13,570 14,139 15,681 

※ 平成2４・2５年度は平均値、平成2６年度は7月速報値。平成2７年度以降は推計値。 
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（３）保険給付費・地域支援事業費の見込み 

介護サービスの利用見込みを基に、第６期（平成２７～２９年度）の保険給付費を 

約2,596億円、地域支援事業費を約141億円、合計で約2,737億円と見込んでいます。 

（単位：億円） 

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 H３７ 

総事業費 1,253 1,673 1,779 2,058 2,420 2,737 1,194 

保険給付費 1,253 1,673 1,744 2,011 2,353 2,596 1,116 

地域支援事業費 － － 35 47 67 141 78 

※ 第１期から第４期までは実績値。第５期、第６期は計画値。 

※ 第６期計画値は、介護報酬の改定等の影響により、今後変動することがあります。 

（４）保険給付費等の負担割合 

介護保険のサービスにかかる費用は、利用者負担分を除いて、残りの9割が保険から

給付され、その財源は、保険料と公費（税金）で賄われています。 

公費は国、県、市で負担し、保険料は第１号被保険者（６５歳以上の方）及び第２号被

保険者（４０～６４歳の方）で負担します。 

このうち、第1号被保険者の保険料で負担する割合は、平成２７年度から第２号被保

険者との人口比により２２％（第５期は２１％）となります。 

【 介護給付費と地域支援事業費の負担割合 】 
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２．第６期介護保険料について 

（１）第６期介護保険料の主な増減要因等 

＜保険料段階の設定について＞ 

■ 国の示した保険料の「標準段階（９段階）」を踏まえつつ、より負担能力に応じたも

のとなるよう保険料段階を設定します。 

＜介護給付準備基金の活用について＞ 

■ 国の基本的な考え方として、第５期までの介護保険料の剰余（介護給付準備基金に積

立）は、第６期に歳入として繰り入れ、第６期介護保険料の上昇抑制に充てることが１

つの考え方であり、介護給付準備基金の適切な取り崩しを検討されたいと示されている

ことから、本市においても介護保険財政の運営上必要な金額を残したうえで、第６期介

護保険料の上昇抑制のために充当します。 

＜公費による低所得者の保険料軽減について＞ 

■ 介護保険法の改正により、公費を投入して低所得者（世帯全員が市民税非課税）の保

険料が軽減される予定となっていることから、本市においても国の方針を踏まえて対応

します。 

【公費による軽減内容（予定）】 

保険料段階 軽減前の保険料率 軽減後の保険料率 軽減幅 

第１段階 ０．５  ０．３ ▲０．２ 

第２段階 ０．７５  ０．５ ▲０．２５ 

第３段階 ０．７５  ０．７ ▲０．０５ 

※ 具体的な軽減幅等は、国の予算編成において最終的に決定され、政令で規定。 

第６期介護保険料設定の基本的な考え方 

＜増加要因＞ 

■ 高齢者の増加による介護給付費の増 

■ 施設整備に伴う介護給付費の増 

■ 介護保険財政における第１号被保険者負担割合の増 

 ※第５期：２１％⇒第６期：２２％ 

（全国の第１号被保険者と第２号被保険者の割合により決定） 

＜減少要因＞ 

■ 北九州市介護給付準備基金の活用 

■ 介護保険制度改正（一定以上所得者の利用者負担割合の見直しなど） 

＜その他＞ 

■ 公費による低所得者の保険料軽減 
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（２）第６期の保険料段階の設定 

国の示した基準（標準段階）に応じた変更 

  所得水準に応じたきめ細やかな保険料設定を行うという観点から、国がこれまで６段

階であった介護保険料の「標準段階」を９段階に見直したことに伴い、この「標準段階」

に応じた変更を行います。

① 第１段階と第２段階の統合 

第５期における「第１段階」と「第２段階」を統合し、「第１段階」とします。 

統合後の「第１段階」の保険料率（基準額「第５段階」に対する負担割合）は 

０．５とします。 

② 第２段階の保険料率の変更 

第５期における「特例第３段階（第６期では「第２段階」）」について、保険料率を 

０．７から０．７５に変更します。 

負担能力に応じた保険料の多段階化 

国の標準段階が９段階であるのに対し、本市では第５期において既に１２段階としてい

ます。第６期においても、より負担能力に応じた保険料段階となるよう多段階化を行いま

す。 

③ 第７段階の新設

第５期における「第５段階（第６期では第６段階）」と「第６段階（第６期では第

８段階）」に、新たに段階を設定し、「第７段階（本人が市民税課税で合計所得金額が

１２０万円以上１６０万円未満）」とします。 

保険料率（基準額「第５段階」に対する負担割合）は１．２とします。 

（３）第１号被保険者の第６期介護保険料（基準額）の算定 

【第 1 号被保険者保険料（基準額：月額）の算定方法】 

3 年間の保険給付費・地域支援事業費見込み×第 1号被保険者の負担割合（22％）－介護給付準備基金（※）

                 負担割合で補正した 3年間の被保険者数 

＝ 約５，８００円 ～ 約６，０００円（基準額） 

※ 第５期において保険料の上昇抑制に活用した金額と同等（約２５億円）の「介護給付準備基金」を充当した

場合。なお、今後国から示される介護報酬の改定や、介護給付準備基金の充当額により、基準額が変わる

ことがあります。 

÷12月 
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【 第１号被保険者の第６期介護保険料（平成２７～２９年度） 】 

段階 料率 対  象 
保険料額 

（月額） 

第１段階 
基準額×0.3 
※公費による軽減後 

（予定） 

生活保護受給者等 

老齢福祉年金受給者で市民税世帯非課税の人 

世帯全員が市民税非課税で合計所得金額と課税 

年金収入額の合計が 80万円以下の人 

約 1,740 円 

～ 

約 1,800 円 

第２段階 
基準額×0.5 
※公費による軽減後 

（予定）

世帯全員が市民税非課税で合計所得金額と課税 

年金収入額の合計が 80万円超 120 万円以下の人 

約 2,900 円 

～ 

約 3,000 円 

第３段階 
基準額×0.7 
※公費による軽減後 

（予定）

世帯全員が市民税非課税で合計所得金額と課税 

年金収入額の合計が 120 万円超の人 

約 4,060 円 

～ 

約 4,200 円 

第４段階 基準額×0.9 

本人が市民税非課税の人（世帯の中に課税者がいる

場合）で合計所得金額と課税年金収入額の合計が 

80 万円以下 

約 5,220 円 

～ 

約 5,400 円 

第５段階 基準額 

本人が市民税非課税の人（世帯の中に課税者がいる

場合）で合計所得金額と課税年金収入額の合計が 

80 万円超 

約 5,800 円 

～ 

約 6,000 円 

第６段階 基準額×1.15 
本人が市民税課税で合計所得金額が 

120 万円未満の人 

約 6,670 円 

～ 

約 6,900 円 

第７段階 

（新設） 
基準額×1.2 

本人が市民税課税で合計所得金額が 

120 万円以上 160 万円未満の人 

約 6,960 円 

～ 

約 7,200 円 

第８段階 基準額×1.25 
本人が市民税課税で合計所得金額が 

160 万円以上 190 万円未満の人 

約 7,250 円 

～ 

約 7,500 円 

第９段階 基準額×1.5 
本人が市民税課税で合計所得金額が 

190 万円以上 300 万円未満の人 

約 8,700 円 

～ 

約 9,000 円 

第 10 段階 基準額×1.75 
本人が市民税課税で合計所得金額が 

300 万円以上 400 万円未満の人 

約 10,150 円 

～ 

約 10,500 円 

第 11 段階 基準額×2.0 
本人が市民税課税で合計所得金額が 

400 万円以上 600 万円未満の人 

約 11,600 円 

～ 

約 12,000 円 

第 12 段階 基準額×2.1 
本人が市民税課税で合計所得金額が 

600 万円以上の人 

約 12,180 円 

～ 

約 12,600 円 
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３．本市独自の保険料の負担軽減制度について 

本市では市独自の低所得者対策として、非課税世帯のうち生活が著しく困難で介護保険料

の支払いが難しく、一定の要件に該当する場合には、申請により保険料を減額する制度を実

施しており、第6期においても引き続き実施します。 

（１）要件 

保険料段階が第２段階、第３段階の人で、以下の全ての要件に該当する人が対象。 

収入 
○ 前年の世帯全員の収入が収入基準額以下であること。 

※ 1人世帯の場合、96万円＋家賃負担額（家賃限度額37.8 万円） 

資産 
○ 居宅用以外の土地及び家屋を世帯全員が所有していないこと。 

○ 世帯全員の預貯金等の合計額が350万円以下であること。 

扶養 ○ 他の世帯の人から扶養されていないこと。 

（２）軽減内容 

第２段階、第3段階の保険料を、第1段階相当額まで減額します。 





事業期間 介護サービス等の費用

第
一
期

第
二
期

第
三
期

第
四
期

第
五
期

３４３億円

４２７億円

４８３億円

５２３億円

５６９億円

５８１億円

５７３億円

５９３億円

６１３億円

６５９億円

６９１億円

７０８億円

７３８億円

７７３億円

８６２億円

本市の保険料額

１２年度

１３年度

１４年度

１５年度

１６年度

１７年度

１８年度

１９年度

２０年度

２１年度

２２年度

２３年度

２４年度

２５年度

２６年度

３，１５０円

（基準額）

３，７５０円
（基準額）

４，７５０円

（基準額）

４，４５０円
（基準額）

５，２７０円
（基準額）

※ 費用については、２５年度までは実績、２６年度は予算額、２７年度以降は計画値
※ １８年度以降は、地域支援事業費を含む

２，９１１円
（全国平均）

３，２９３円
（全国平均）

４，０９０円
（全国平均）

４，１６０円
（全国平均）

４，９７２円
（全国平均）

（参考）

第
六
期

８７７億円

９０８億円

２７年度

２８年度

２９年度

約５，８００

～６，０００円
（基準額）

９５２億円

【参考 本市の介護給付費・介護保険料の推移】 


